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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第102期

第２四半期連結
累計期間

第103期
第２四半期連結
累計期間

第102期

会計期間

自　平成24年
４月１日
至　平成24年
９月30日

自　平成25年
４月１日
至　平成25年
９月30日

自　平成24年
４月１日
至　平成25年
３月31日

営業収益 百万円 450,130 597,037 932,156

経常利益 百万円 15,853 21,848 35,063

四半期（当期）純利益 百万円 9,286 12,983 20,001

四半期包括利益又は

包括利益
百万円 9,442 17,320 26,491

純資産額 百万円 193,784 293,036 216,486

総資産額 百万円 1,839,734 1,978,524 1,925,815

１株当たり四半期

（当期）純利益　
円 5.45 7.47 11.74

潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）

純利益

円 5.26 7.20 11.32

自己資本比率 ％ 9.8 13.9 10.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 33,397 55,405 78,793

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △31,157 △28,999 △49,486

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △5,279 16,321 △24,812

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
百万円 20,833 89,895 46,800

回次
第102期

第２四半期連結
会計期間

第103期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成24年
７月１日
至　平成24年
９月30日

自　平成25年
７月１日
至　平成25年
９月30日

１株当たり四半期

純利益
円 2.65 3.10

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。　

（運輸）

　　タクシー業　　　近鉄タクシーホールディングス㈱　　　　　　　　　　　（新規連結）　

（不動産）

　　不動産管理業　　近鉄ファシリティ・マネジメントホールディングス㈱　　（新規連結）

（関連会社）

　　建設業　　　　　大日本土木㈱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新規持分法適用）　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、企業収益が大企業を中心として改善し、設備投資が非製造業を中心

に持ち直しの動きがみられたほか、雇用情勢も改善するなど、緩やかながらも回復基調で推移いたしました。また

先行きにつきましても、家計所得や投資の増加傾向が続き、景気回復へ向かうものと期待されております。

このような状況のなか、当社グループの第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、営業収益は、不動

産業でマンション分譲が好調に推移しましたほか、旅行業の再編により前期末に子会社となったＫＮＴ－ＣＴホー

ルディングス等の売上高が新たに加わりましたため、前年同期に比し32.6％増収の597,037百万円となりました。

次に利益面におきましては、営業利益は、不動産業が増収により増益となりましたため、運輸業で動力費等諸経

費が増加し、ホテル・レジャー業でＫＮＴ－ＣＴホールディングス等が季節的要因により営業損失を計上しました

ものの、全体では前年同期に比し11.4％増益の24,917百万円となりました。

営業外収益は、大日本土木を新たに持分法の適用範囲に含めたことによる持分法投資利益の増により増加し、営

業外費用は金利の低下による支払利息の減により減少しましたため、経常利益は前年同期に比し37.8％増益の

21,848百万円となりました。

特別利益は固定資産売却益は減少しましたが、工事負担金等受入額の増加やタクシー事業の再編実施に伴う負の

のれん発生益の計上等により増加し、特別損失も、前年には近鉄松下百貨店の解散に伴う事業整理損の計上があり

ましたが、工事負担金等圧縮額、固定資産除却損、減損損失の増加により増加し、法人税等、少数株主損失を加減

した四半期純利益は、前年同期に比し39.8％増益の12,983百万円となりました。

　

各報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①運　輸　

（Ａ）概　要

鉄軌道部門で、本年３月からの新型観光特急「しまかぜ」運行開始をはじめ、10月の伊勢神宮式年遷宮を契

機とした伊勢志摩地区への積極的な旅客誘致に取組んだこと等により増収となり、運輸業全体の営業収益は前

年同期に比し2.5％増収の109,485百万円となりましたが、営業利益は、動力費等諸経費の増により、前年同期

に比し6.6％減益の14,980百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

ａ．提出会社の鉄軌道事業運輸成績表

種　　別　 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成25年４月～平成25年９月) 前年同期比(％)

旅客人員

定　期 千人 174,257 △0.9

定期外 千人 115,025 2.4

　計 千人 289,282 0.4

旅客収入

定　期 百万円 24,179 △0.9

定期外 百万円 50,173 3.4

　計 百万円 74,352 1.9
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ｂ．グループの営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期連結累計期間

(平成25年４月～平成25年９月) 前年同期比(％)

鉄軌道事業 百万円 78,548 1.4

バス事業 百万円 16,859 0.5

タクシー業 百万円 5,601 1.6

交通広告業 百万円 4,138 4.6

鉄道施設整備業 百万円 11,402 △4.2

海運業 百万円 981 7.3

レンタカー業 百万円 1,564 △0.0

消去 百万円 △9,611 －

営業収益計 百万円 109,485 2.5

　

②不動産

（Ａ）概　要

不動産販売部門で、マンション販売や宅地の分譲等が好調に推移しましたため、不動産業全体の営業収益は
前年同期に比し43.9％増収の74,384百万円となり、営業利益も前年同期に比し188.2％増益の7,934百万円とな
りました。

（Ｂ）営業成績

業　　種　 単　位　
当第２四半期連結累計期間

(平成25年４月～平成25年９月) 前年同期比(％)

不動産販売業 百万円 46,586 60.1

不動産賃貸業 百万円 10,380 10.7

不動産管理業 百万円 20,447 30.9

消去 百万円 △3,030 －

営業収益計 百万円 74,384 43.9

③流　通　

（Ａ）概　要

百貨店部門で、本年６月にあべのハルカス近鉄本店タワー館オープンによる増収はありましたが、２月末に
近鉄松下百貨店を閉店したこともあり、流通業全体の営業収益は前年同期に比し0.9％減収の185,048百万円と
なり、営業利益は、あべのハルカス近鉄本店タワー館の開業に伴う初期費用の増加もあり、前年同期に比し
21.1％減益の1,103百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種　 単　位　
当第２四半期連結累計期間

(平成25年４月～平成25年９月) 前年同期比(％)

百貨店業 百万円 132,530 △1.4

ストア・飲食業 百万円 53,292 0.9

消去 百万円 △774 －

営業収益計 百万円 185,048 △0.9

④ホテル・レジャー

（Ａ）概　要

旅行部門で、新たにＫＮＴ－ＣＴホールディングス等を連結したほか、ホテル部門で伊勢志摩地域活性化に
よる増収もあり、ホテル・レジャー業全体の営業収益は前年同期に比し117.2％増収の235,286百万円となりま
したが、営業利益はＫＮＴ－ＣＴホールディングス等が、季節的要因で営業損失を計上しましたため、営業利
益は前年同期に比し84.3％減益の279百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種　 単　位　
当第２四半期連結累計期間

(平成25年４月～平成25年９月) 前年同期比(％)

ホテル業 百万円 23,379 5.0

旅行業 百万円 205,338 157.5

映画業 百万円 1,573 4.2

旅館・レジャー施設業 百万円 5,062 5.0

消去 百万円 △68 －

営業収益計 百万円 235,286 117.2

⑤その他

（Ａ）概　要

EDINET提出書類

近畿日本鉄道株式会社(E04102)

四半期報告書

 5/23



ケーブルテレビ部門でのＩＰ電話加入者増による手数料収入の増により、その他の事業全体の営業収益は前
年同期に比し3.7％増収の6,858百万円となり、営業利益は、前年同期に比し83.9％増益の463百万円となりま
した。

（Ｂ）営業成績

業　　種　 単　位　
当第２四半期連結累計期間

(平成25年４月～平成25年９月) 前年同期比(％)

ケーブルテレビ業 百万円 4,898 2.9

情報処理業 百万円 1,645 2.1

保険代理業 百万円 314 31.2

消去 百万円 － －

営業収益計 百万円 6,858 3.7

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の期末残高は89,895百万円で、前期末に比し43,094百万

円増加いたしました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得た資金は55,405百万円で、税金等調整前四半期純利益の増や販売土地及び建物等のたな卸資産

の減少額の増、その他に計上されている前受金等の増加額の増により、売上債権の増加額の増はありましたもの

の、前年同期に比し22,007百万円、収入額が増加しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は28,999百万円で、固定資産の取得による支出の減により、前年同期に比し2,158

百万円、支出額が減少しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得た資金は16,321百万円で、株式の発行による収入に67,470百万円を計上したため、借入金の返

済等を進めましたが、前年同期に比し21,601百万円、収入額が増加しました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに発生し

た課題はありません。

なお、当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定しておりま

す。

基本方針の内容、基本方針の実現に資する特別な取組みの内容、基本方針に照らして不適切な者によって財務及

び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容並びに取組みについての当社取締役会の判断

及びその判断にかかる理由は、次のとおりであります。

① 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

「進取の精神と誠実な企業活動により社会の発展に貢献し、人々の信頼を得たい」との経営理念のもと、鉄道

事業における安全性や公共性の確保と、株主、顧客、取引先、従業員などとの信頼関係の維持に十分に配慮し、

長期的な視点に立った企業活動を行うことが企業価値向上及び株主共同の利益の確保に資すると考える。財務及

び事業の方針の決定を支配する者の在り方については、かかる見地から株主自身が判断するものと考えている。

しかしながら、当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、当該買付行為が株主に十分な情報提

供が行われないものであるときあるいは十分な検討期間もないまま行われるものであるとき、また、買付後の経

営が鉄道事業における安全性や公共性を脅かすものであるときには、当社取締役会は企業価値及び株主共同の利

益を毀損する買付行為を防止する方策を採用する。

② 上記基本方針にかかる取組みの具体的内容

ａ.「近鉄グループ経営計画（平成22年度～平成26年度）」に基づき、当社が創業以来培ってきた経験と沿線の豊

かな文化や観光資源を活かし、グループの総力を挙げた事業展開により、沿線の利便性・魅力向上に注力する。

特に、伊勢神宮式年遷宮を機に、伊勢志摩地域の活性化に向けた取組みを強化するとともに、「あべのハルカ

ス」については、当社グループのシンボルタワーとして一層の集客力強化、各施設の連携による相乗効果の発揮

を推進する。また、少子高齢化・人口減少など市場の変化に対応すべく、全事業において構造改革を着実に進め

るとともに、収益基盤の確立に向けた事業創出を図り、新たな成長戦略を描く。グループ経営については、戦略

機能と管理機能を強化し、グループの総合力を高める。
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ｂ．当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、買付者等からの十分な情報提供と、株主及び当社

取締役会が大規模買付行為の是非を検討するのに必要な期間を確保するとともに、企業価値及び株主共同の利益

を毀損する買付行為を防止するため、平成25年６月21日の当社定時株主総会の決議により当社株式の大規模買付

行為に関する対応方針（以下「本対応方針」という。）を継続した。なお、当社株主総会において本対応方針の

変更または廃止の決議がなされた場合には、本対応方針は当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるも

のとしている。

本対応方針の内容は、当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合の合計を20％以上とする

ことを目的とする買付け、または結果として公開買付けにかかる株式等の株式等所有割合及び特別関係者の株式

等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを「大規模買付行為」とし、当該買付けを行いまたは行おうとす

る者及びその集団を「買付者等」として、買付者等に対し、当社株式の大規模買付行為を行う場合の手続につい

て定めたルール（以下「大規模買付ルール」という。）を遵守する旨の誓約と、当社取締役会への日本語による

書面での情報提供を求めるものである（ただし、大規模買付行為の前に当該買付けにつき当社取締役会の承認が

ある場合を除く。）。

買付者等が大規模買付ルールを遵守しない場合、または当該買付けが企業価値及び株主共同の利益を著しく損

なうものであると認められ、かつ対抗措置の発動を相当と判断した場合には、当社取締役会の決議により、特定

の基準日における全株主に対し、当該買付者等は行使することができないとの行使条件を付した新株予約権の無

償割当てを実施し、当該大規模買付行為による損害を防止する。なお、かかる判断にあたっては、当社取締役会

から独立した第三者機関である独立委員会の勧告を最大限尊重する。

③ 上記②の取組みについての当社取締役会の判断及びその判断にかかる理由

近鉄グループ経営計画を着実に実行し、中長期にわたり沿線価値の向上につながる企業活動を続けていくこと

により、地域の皆様から信頼を得ることができ、沿線価値ひいては当社の企業価値向上が実現し、株主共同の利

益が高まることが期待される。

本対応方針は、企業価値向上及び株主共同の利益の確保という観点から、買付者等からの十分な情報提供と、

株主及び当社取締役会が大規模買付行為の是非を検討するのに必要な期間を確保するために定めるものであり、

特定の株主または投資家を優遇あるいは拒絶するものではない。

本対応方針は、株主総会における株主の意思をもって継続されるものであるとともに、その廃止も株主総会に

おける株主の意思によって行うことができる。当社取締役の任期は１年となっており、期差選任や解任制限等も

採用していないため、株主の意思を反映しやすい仕組みとなっている。

当社取締役会が対抗措置の発動を判断するにあたっては、独立性の高い独立委員会が企業価値向上及び株主共

同の利益の確保という観点から行った合理的かつ客観的な判断を踏まえて発動される仕組みとなっており、当社

取締役会の恣意的判断を排除している。

買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャルアドバイザー、公認

会計士、弁護士、コンサルタント等）の助言を得ることができるとしている。これにより、独立委員会による判

断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっている。

本対応方針においては、上記のとおり、大規模買付行為に対する対抗措置は合理的な客観的要件が充足されな

ければ発動されないように設計しており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保して

いるものといえる。

対抗措置として割り当てる新株予約権並びにその行使条件についても、事前に本新株予約権の割当条件及び割

当内容について開示を行うなど、企業価値向上及び株主共同の利益の確保に必要かつ相当な範囲内の対抗措置で

あるといえる。

したがって、当社取締役会は、前記②の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうもので

はないとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断している。

（４）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000,000

計 4,000,000,000

②【発行済株式】

種　類
第２四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内　容

普通株式 1,906,620,616 1,906,620,616

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

１単元株式数

1,000株

計 1,906,620,616 1,906,620,616 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成25年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年９月11日

（注）１
170,000 1,881,120 29,335 122,076 29,335 54,614

平成25年９月27日

（注）２
25,500 1,906,620 4,400 126,476 4,400 59,014

（注）１．有償一般募集

発行価格　　360円

発行価額　　345.12円

資本組入額　172.56円

２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）　

発行価額　　345.12円

資本組入額　172.56円

割当先　　　野村證券株式会社　　
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（６）【大株主の状況】

 （平成25年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 69,671 3.65

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 52,738 2.77

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 44,311 2.32

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 39,746 2.08

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 22,728 1.19

CHASE MANHATTAN BANK GTS

CLIENTS ACCOUNT ESCROW

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED

KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16番13号）

21,213 1.11

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 17,961 0.94

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口６）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 17,405 0.91

THE BANK OF NEW YORK, TREATY

JASDEC ACCOUNT

（常任代理人　株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040

BRUSSELS, BELGIUM

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１

号）

17,356 0.91

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 16,291 0.85

計 － 319,423 16.75

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成25年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    24,700,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,867,341,000 1,867,341 －

単元未満株式 普通株式    14,579,616 － －

発行済株式総数         1,906,620,616 － －

総株主の議決権 － 1,867,341 －

（注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄の普通株式は、当社所有の自己株式2,141,000株及び相互保有株式

22,559,000株であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、5,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれております。
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②【自己株式等】

 （平成25年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

(自己保有株式)  　 　 　 　

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 2,141,000 － 2,141,000 0.11

(相互保有株式)  　 　 　 　

三重交通株式会社 三重県津市中央１番１号 13,438,000 5,000,000 18,438,000 0.97

三交興業株式会社 三重県亀山市関町萩原39番地 1,541,000 － 1,541,000 0.08

株式会社箱根高原ホテル 神奈川県足柄下郡箱根町元箱根164 1,290,000 － 1,290,000 0.07

株式会社奥日光高原ホテル 栃木県日光市湯元国有林1065ト林小班 1,290,000 － 1,290,000 0.07

計 － 19,700,000 5,000,000 24,700,000 1.30

（注）三重交通株式会社の他人名義所有株式5,000,000株は、同社が退職給付信託（日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社〔東京都中央区晴海１丁目８番11号〕（三井住友信託銀行株式会社再信託分・三重交通株式会社退職給付信

託口）名義分2,500,000株及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社〔東京都港区浜松町２丁目11番３号〕（退職

給付信託口・三重交通株式会社口）名義分2,500,000株）に拠出したものであります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

近畿日本鉄道株式会社(E04102)

四半期報告書

11/23



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 47,483 90,413

受取手形及び売掛金 45,241 49,214

商品及び製品 14,216 12,481

仕掛品 2,324 3,032

原材料及び貯蔵品 3,142 3,095

販売土地及び建物 163,839 152,158

その他 73,916 78,417

貸倒引当金 △1,006 △3,240

流動資産合計 349,158 385,573

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 580,619 614,383

土地 656,367 661,993

建設仮勘定 87,460 54,507

その他（純額） 64,496 64,768

有形固定資産合計 1,388,943 1,395,653

無形固定資産

のれん 797 45

その他 17,369 18,900

無形固定資産合計 18,167 18,946

投資その他の資産

投資有価証券 86,258 96,065

その他 85,046 84,138

貸倒引当金 △3,212 △3,351

投資評価引当金 △987 △823

投資その他の資産合計 167,104 176,029

固定資産合計 1,574,216 1,590,629

繰延資産 2,440 2,321

資産合計 1,925,815 1,978,524
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 45,917 48,363

短期借入金 297,311 297,189

1年以内償還社債 78,840 81,440

未払法人税等 5,423 7,696

賞与引当金 8,011 9,342

商品券等引換損失引当金 4,347 4,370

建物等除却損失引当金 1,275 1,202

その他 210,484 218,088

流動負債合計 651,611 667,694

固定負債

社債 307,840 297,120

長期借入金 592,782 563,270

退職給付引当金 12,703 12,205

役員退職慰労引当金 20 2

旅行券等引換引当金 1,015 801

その他 143,355 144,393

固定負債合計 1,057,716 1,017,793

負債合計 1,709,328 1,685,488

純資産の部

株主資本

資本金 92,741 126,476

資本剰余金 27,313 61,049

利益剰余金 △3,669 554

自己株式 △1,797 △1,359

株主資本合計 114,587 186,720

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,750 4,886

繰延ヘッジ損益 642 296

土地再評価差額金 85,283 85,509

為替換算調整勘定 △4,907 △1,817

その他の包括利益累計額合計 83,769 88,875

少数株主持分 18,129 17,440

純資産合計 216,486 293,036

負債純資産合計 1,925,815 1,978,524
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成25年４月１日から
　平成25年９月30日まで)

営業収益 450,130 597,037

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 380,923 501,722

販売費及び一般管理費
※1 46,848 ※1 70,397

営業費合計 427,772 572,119

営業利益 22,358 24,917

営業外収益

受取利息 130 168

受取配当金 293 671

持分法による投資利益 2,248 4,043

その他 1,576 2,025

営業外収益合計 4,249 6,909

営業外費用

支払利息 8,821 7,962

その他 1,933 2,015

営業外費用合計 10,754 9,978

経常利益 15,853 21,848

特別利益

工事負担金等受入額 6,127 7,089

固定資産売却益 441 9

負ののれん発生益 － 585

その他 126 560

特別利益合計 6,696 8,245

特別損失

工事負担金等圧縮額 6,125 7,089

固定資産売却損 87 43

固定資産除却損 366 894

減損損失 518
※2 1,165

事業整理損
※3 845 －

その他 635 744

特別損失合計 8,578 9,937

税金等調整前四半期純利益 13,971 20,157

法人税等 4,205 7,576

少数株主損益調整前四半期純利益 9,765 12,581

少数株主利益又は少数株主損失（△） 479 △401

四半期純利益 9,286 12,983
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成25年４月１日から
　平成25年９月30日まで)

少数株主損益調整前四半期純利益 9,765 12,581

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △28 1,708

繰延ヘッジ損益 △236 △562

為替換算調整勘定 58 563

持分法適用会社に対する持分相当額 △116 3,030

その他の包括利益合計 △322 4,739

四半期包括利益 9,442 17,320

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 9,010 17,696

少数株主に係る四半期包括利益 432 △375
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成25年４月１日から
　平成25年９月30日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 13,971 20,157

減価償却費 23,283 25,066

のれん償却額 1,364 752

負ののれん発生益 － △585

工事負担金等圧縮額 6,125 7,089

減損損失 518 1,165

工事負担金等受入額 △6,127 △7,089

固定資産売却損益（△は益） △354 34

有価証券売却損益（△は益） 0 △61

事業整理損失 845 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △138 △2,983

受取利息及び受取配当金 △424 △840

支払利息 8,821 7,962

持分法による投資損益（△は益） △2,248 △4,043

売上債権の増減額（△は増加） 2,191 △7,611

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,953 5,598

仕入債務の増減額（△は減少） △1,386 1,590

その他 8,581 21,608

小計 48,068 67,809

利息及び配当金の受取額 648 1,200

利息の支払額 △9,035 △8,136

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △6,282 △5,469

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,397 55,405

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △5 △321

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

33 290

有形及び無形固定資産の取得による支出 △38,180 △35,796

有形及び無形固定資産の売却による収入 1,334 914

工事負担金等受入による収入 3,993 2,413

その他 1,666 3,498

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,157 △28,999

EDINET提出書類

近畿日本鉄道株式会社(E04102)

四半期報告書

16/23



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成24年４月１日から
　平成24年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成25年４月１日から
　平成25年９月30日まで)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,907 △27,407

長期借入れによる収入 80,516 76,536

長期借入金の返済による支出 △87,747 △80,964

社債の発行による収入 59,067 39,741

社債の償還による支出 △60,400 △48,120

株式の発行による収入 － 67,470

配当金の支払額 △8,536 △8,536

少数株主への配当金の支払額 △110 △84

その他 3,024 △2,314

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,279 16,321

現金及び現金同等物に係る換算差額 104 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,935 42,705

現金及び現金同等物の期首残高 23,588 46,800

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

180 △122

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

－ 512

現金及び現金同等物の四半期末残高 20,833 89,895
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間
（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）

(1)連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間に新規設立により子会社となった近鉄タクシーホールディングス㈱及び当第２四半期連

結会計期間に新規設立により子会社となった近鉄ファシリティ・マネジメントホールディングス㈱は、重要性の観

点から連結の範囲に含めております。

　

(2)持分法適用の範囲の重要な変更　

第１四半期連結会計期間に株式の追加取得により関連会社となった大日本土木㈱は、重要性の観点から持分法適

用の範囲に含めております。

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第２四半期連結累計期間
（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半

期純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務（保証予約を含む。）

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

従業員（住宅融資） 3,063百万円 従業員（住宅融資） 2,896百万円

その他14社 2,672百万円 その他15社 2,489百万円

計 5,736百万円 計 5,386百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

１．※(1) 販売費及び一般管理費の主な内訳

 
前第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで）

人件費 21,343百万円 33,406百万円

諸経費 19,442百万円 29,901百万円

 

２．※(2) 減損損失

当第２四半期連結累計期間（平成25年４月1日から平成25年９月30日まで）

主なものは、奈良県天理市に所有している賃貸資産について、時価の下落により減損の兆候が認

められたため計上した1,059百万円の減損損失であります。

３．※(3) 事業整理損

前第２四半期連結累計期間（平成24年４月1日から平成24年９月30日まで）

平成24年９月25日に連結子会社の㈱近鉄松下百貨店において平成25年２月末に店舗の閉鎖を決定

したことに伴い、減損損失等の事業整理損を計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで）

現金及び預金勘定 21,195百万円 90,413百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △361百万円 △518百万円

現金及び現金同等物 20,833百万円 89,895百万円

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日

定時株主総会
普通株式 8,536百万円 5円 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 8,536百万円 5円 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

２．株主資本の著しい変動

平成25年９月11日を払込期日とする公募増資及び平成25年９月27日を払込期日とするオーバーアロットメ

ントによる株式売出しに関連して行う第三者割当増資を実施したため、第２四半期連結累計期間において資

本金及び資本剰余金がそれぞれ33,735百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が

126,476百万円、資本剰余金が61,049百万円となっております。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 運輸 不動産 流通
ホテル・
レジャー

その他 計
調整額

（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

売上高    　  　 　  

外部顧客への
売上高

105,789 46,771 184,560 107,784 5,224 450,130 － 450,130

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,046 4,907 2,128 560 1,388 10,031 △10,031 －

計 106,835 51,678 186,689 108,345 6,613 460,162 △10,031 450,130

セグメント利益 16,035 2,752 1,398 1,777 251 22,217 141 22,358

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。
２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
「不動産」セグメントにおける一部の事業用資産について減損損失を計上しております。また、「流
通」セグメントにおいて、事業整理による不採算店舗の閉鎖に伴う減損損失を計上しており、特別損失の
「事業整理損」に含めて表示しております。なお、当該減損損失の計上額は当第２四半期連結累計期間に
おいてそれぞれ、518百万円及び528百万円であります。

当第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 運輸 不動産 流通
ホテル・
レジャー

その他 計
調整額

（注）１

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２

売上高    　  　 　  

外部顧客への
売上高

108,566 65,168 183,284 234,631 5,385 597,037 － 597,037

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

919 9,215 1,763 654 1,472 14,025 △14,025 －

計 109,485 74,384 185,048 235,286 6,858 611,063 △14,025 597,037

セグメント利益 14,980 7,934 1,103 279 463 24,761 156 24,917

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等であります。
２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
「流通」セグメントにおける一部の賃貸資産について減損損失を計上しております。なお、当該減損損
失の計上額は当第２四半期連結累計期間において1,059百万円であります。　
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（平成24年４月１日から
平成24年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成25年４月１日から
平成25年９月30日まで）

(1）１株当たり四半期純利益     5円45銭     7円47銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 9,286 12,983

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 9,286 12,983

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,703,815 1,737,030

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 5円26銭 7円20銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） 70 70

（うち支払利息（税額相当額控除後）（百万円）） (70) (70)

普通株式増加数（千株） 75,949 75,949

（うち転換社債（千株）） (75,949) (75,949)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結

会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年11月11日

近畿日本鉄道株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　享司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　 浩 　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　一史 　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿日本鉄道株

式会社の平成25年4月1日から平成26年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成25年7月1日から平成25

年9月30日まで）及び第2四半期連結累計期間（平成25年4月1日から平成25年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿日本鉄道株式会社及び連結子会社の平成25年9月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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